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 [要約] 

 2022 年 6 月株主総会シーズンの特徴としては、①株主総会の運営実務のデジタル

化の進展、②機関投資家の議決権行使基準等の厳格化、③過去最高の株主提案実施

とアクティビスト投資家等による株主提案の大幅な増加、が挙げられる。

 2022 年 6 月株主総会シーズンの議決権行使結果は、主要企業 500 社（TOPIX500 採

用企業）において、①経営トップ選任議案の平均賛成率が前年比 1.8ptの大幅低下、

②買収防衛策継続議案の平均賛成率が前年比 6.1pt の大幅低下となった（なお買収

防衛策については上程社数も前年比 2社減の 4社に留まる）。 

 経営トップ選任議案で機関投資家の反対票が多く集まったのは、不祥事企業、政策

保有株式を純資産対比 20%以上有する企業、低 ROE企業、取締役会の構成で課題の

ある企業（独立社外取締役 1/3未満、女性役員・取締役が不在）である。特に政策

保有株式を純資産対比 20%以上有する企業の経営トップ選任議案は前年から 8.1pt

の大幅な低下となった。

 2023 年 6 月株主総会シーズンに向けては、①経営トップ選任議案に係る ISS 等の

ROE5%の基準の適用猶予が見直される可能性があるため、現時点で ROE5%未満の企

業は ROE改善に向けて準備する必要がある。②株主総会資料の電子提供制度が開始

されるが、年齢層の高い個人株主の多い企業においては紙媒体での郵送を継続する

か検討する必要がある。③株主提案のすそ野がいわゆるアクティビスト投資家だけ

でなく大手運用会社にも広がっており、従来以上に資本市場との対話に留意する必

要がある。④議決権行使助言会社の助言方針・機関投資家の議決権行使方針におけ

る、女性取締役の人数基準や政策保有株式の定量基準への対応も求められる。

重点テーマレポート コンサルティングレポート 
コンサルティング本部
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1. 2022 年 6 月株主総会シーズンの総括 

コロナ禍での 3年目の株主総会となった 2022年 6月株主総会シーズンの特徴として、（1）

株主総会の運営実務のデジタル化の進展、（2）機関投資家の議決権行使基準等の厳格化、（3）

過去最高の株主提案実施とアクティビスト投資家等による株主提案の大幅な増加が挙げら

れる。 

 

（1）株主総会の運営実務のデジタル化の進展 

2022 年 6 月株主総会シーズンにおける議決権行使の電子化及びハイブリッドを中心とし

たバーチャル株主総会の普及状況は図表 1のとおりである。 

 

① 議決権行使の電子化 

2021年改訂後のコーポレートガバナンス・コード（以下「改訂 CGコード」という。）

において、プライム市場上場企業には補充原則 1-2-④で議決権行使プラットフォー

ムの活用などが求められていることから、2022 年 6月株主総会では、時価総額で中堅

クラスの企業における議決権行使プラットフォームの利用率が上昇している。また、

東証の市場再編に伴い、ジャスダック市場上場企業は、スタンダード市場に組み入れ

られるとともに、改訂 CG コードの全原則の対応が求められたため、時価総額下位の

企業において、補充原則 1-2-④の遵守に向けて、個人投資家向けのインターネット議

決権行使の対応が進んだ。 

 

② バーチャル株主総会の普及 

2022 年 6 月株主総会シーズンにおけるバーチャル株主総会の実施状況は、バーチ

ャルオンリー型が 6社（前年は 3社）、ハイブリッド参加型が 369社（同 296社）、ハ

イブリッド出席型が 26社（同 19社）であった。いずれも前年比増であり普及傾向に

ある。ハイブリッドバーチャル株主総会については、時価総額が 1兆円以上の企業の

61.9%が実施しているのに対し、時価総額 100億円未満の場合は 4.9%に留まっている。

時価総額下位の企業においては、株主総会の出席株主数も比較的少なく、コストの観

点から、ハイブリッドバーチャル株主総会の開催を見送るケースも多い。 



   

 3 

（図表 1）3月決算期企業の株主総会の運営実務のデジタル化状況 

 

（注１）時価総額は 2022年 4月末時点を基準に 2021年 6月総会及び 2022年 6月総会の対応状況を集計。分母は JPXの

アンケートに回答している 3月期決算企業。 

（注２）赤色でのハイライトは前年より 10pt以上上昇した箇所、黄色のハイライトは前年より 5pt以上上昇した箇所 

（出所）JPX公表資料等を基に大和総研集計 

 

なお、2023 年 3 月以降の株主総会から、株主総会資料の電子提供制度が開始される。同

制度においては、原則として上場企業は招集通知等を郵送することなく、自社のウェブサイ

ト等で開示し、株主にはそのアクセス URL を通知すればよいということになる。2022 年 6

月株主総会シーズンにおいては、電子提供制度の開始に備えて、多くの会社が定款一部変更

を実施し、定款一部変更を上程した企業は 480社（前年は 91社）と大幅に増加した。 

 

（2）機関投資家の議決権行使基準等の厳格化 

機関投資家の議決権行使基準・議決権行使助言会社の助言基準の厳格化のポイントは図

表 2から図表 4のとおりである。まず、東証の市場再編に伴う改訂 CGコードの内容を反映

し、一部機関投資家は 2022 年 6月株主総会より、プライム市場上場企業のうち支配株主を

有さない場合は独立社外取締役 1/3 以上、支配株主を有する場合は過半数とすることを求

めている（なお、改訂 CGコードと異なり、機関投資家の議決権行使基準では、特別委員会

の設置は考慮しない）。また、ESG投資の拡大を受け、ESGに関する基準（ESG全般に関する

基準や、女性役員・取締役に関する基準、気候変動に関する基準）の導入も進んでいる。政

策保有株式については、2022 年 2 月以降の株主総会において議決権行使助言会社の ISS が

純資産 20%以上の政策保有株式を保有する企業の経営トップ選任議案に反対推奨している

ことに加え、国内の一部機関投資家においても政策保有株式の保有に関する基準を導入し

ている。その結果、後述するように上記基準に抵触した一部企業においては経営トップ賛成

率等が大幅に低下した。 
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（図表 2）2022年 6 月株主総会における議決権行使基準の厳格化のポイント 

 

（出所）大和総研作成 

 

（図表 3）主要な議決権行使助言会社の社内取締役選任議案の基準 

 

（注 1）赤太字は 2022年以降の変更点 

（注 2）●は経営トップの取締役選任議案に反対、〇は取締役選任議案に反対 

（出所）各社資料より大和総研作成 
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（図表 4）主要な国内機関投資家の社内取締役選任議案の基準 

 

（注 1）三井住友 TAM：三井住友トラストアセットマネジメント 

（注 2）赤太字は 2022年以降の変更点 

（注 3）●は経営トップの取締役選任議案に反対、〇は取締役選任議案に反対 

（出所）各社公表資料より大和総研作成 

 

（3）過去最高の株主提案実施・アクティビスト投資家等による株主提案の大幅な増加 

2022年 6月株主総会シーズンにおいては 97社・330議案（前年は 65社・187議案）の株

主提案が実施された。株主提案の実施社数は過去最高であり、特にアクティビスト投資家を

含む機関投資家からの株主提案が大幅に増加した。一部のアクティビスト投資家が今年に

入り、複数社に対し積極的に株主提案 1したことに加え、いわゆるアクティビスト投資家だ

けでなく、国内の著名ヘッジファンドや外資系大手運用会社、大手年金基金等も、日本企業

に対し株主提案を実施した。それらの背景には、コロナ禍による反動や、親子上場や政策保

有株式、ESG等に対する資本市場における問題意識の高まり、投資先の株価がピークアウト

していることへのテコ入れ等が考えられる。 

2022 年 6 月株主総会において、いわゆるアクティビスト投資家が株主総会に上程した株

主提案で可決されたものはなかった。また、会社側が一定の対応（例えば、買収防衛策の廃

止等）をすることで、アクティビスト投資家が事前に株主提案を取下げたケースが見られた。

2022年 6月株主総会においてはアクティビスト投資家が株主提案を実施した企業 44社（全

                             
1 例えばシルチェスターナショナルが地銀 4行に対し株主提案を実施。Nippon Active Value Fund が投資

先 9社（公表ベース、取下げ含む）に対し株主提案を実施など 
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議案取下げ 2社含む）の 9社において取下げ（一部議案の取下げ含む）が確認されている。

アクティビスト投資家の株主提案に対し反対意見ありきではなく、是々非々で判断した結

果ともいえる。 

一部のアクティビスト投資家が不祥事（ガバナンス体制の不備）を理由に経営トップ選任

議案に対し再任反対キャンペーンを実施し、会社側が当該取締役の株主総会議案を株主総

会当日に事前に取下げた事例もあった。資本市場におけるアクティビスト投資家の影響力

が拡大している象徴的な事例ともいえる。 

 

（図表 5）株主提案数の推移 

 

（出所）株主総会白書（商事法務）等より大和総研作成 

 

（図表 6）株主提案の内訳 

 

（出所）各社公表資料等より大和総研集計 
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2. 2022 年 6 月株主総会シーズンにおける主要企業の議決権行使結果 

（1） 総括 

主要企業 500 社（TOPIX500採用企業）の 2022年 6月株主総会シーズン 2におけ

る全議案の平均賛成率は 95.9%であり、前年と同水準であった（図表 7）。しかし、

①経営トップ選任議案の平均賛成率は前年比 1.8pt の大幅低下、②買収防衛策継

続議案の平均賛成率も前年比 6.1pt の大幅低下となった（なお買収防衛策につい

ては上程社数も前年比 2 社減の 4 社に留まる）。経営トップ選任議案は ROE 水準

に関わらず全体的に低下傾向にあり、機関投資家の議決権行使基準が厳格化した

影響がうかがえる（図表 8）。 

 

（図表 7）主要企業の 2021年 6 月株主総会シーズンの総括表 

 

（出所）各社臨時報告書等より大和総研作成 

                             
2 2021年 7月～2022年 6月に開催された定時株主総会の集計。 

2019年 2020年 2021年 2022年
賛成率 賛成率 賛成率 社数 議案数 賛成率 差引

定款一部変更 98.3% 98.9% 97.4% 480 499 98.1% +0.8p 100.0% 78.9% 小売業
剰余金処分 97.5% 98.6% 98.9% 336 337 98.4% -0.5p 100.0% 71.3% 建設業
取締役選任 94.4% 95.4% 95.7% 487 4,368 95.5% -0.2p 100.0% 58.5%
経営トップ 91.1% 92.9% 93.1% 477 477 91.2% -1.8p 99.7% 58.5% 電気機器
社内 94.9% 95.7% 96.2% 482 2,134 96.3% +0.1p 100.0% 63.0% 銀行業
社外 78.8% 84.9% 84.6% 30 46 83.6% -0.9p 97.7% 68.6% サービス業
社外（独立） 95.4% 96.4% 96.3% 452 1,711 96.1% -0.2p 100.0% 58.6% 化学

取締役選任（監査等委員） 93.8% 94.0% 95.0% 101 333 94.4% -0.6p 100.0% 64.7%
社内 93.8% 92.6% 95.0% 68 79 94.4% -0.6p 98.6% 74.8% 陸運業
社外 78.1% 79.8% 76.1% 7 8 82.4% +6.2p 96.5% 64.8% 情報・通信
社外（独立） 94.3% 95.1% 95.5% 96 246 94.8% -0.8p 100.0% 64.7% 建設業

監査役選任 94.3% 94.7% 95.1% 171 251 95.7% +0.6p 100.0% 61.3%
社内 95.7% 95.8% 96.7% 88 97 96.2% -0.5p 99.7% 79.8% 機械
社外 76.7% 76.3% 77.9% 4 7 86.7% +8.8p 99.2% 67.9% その他金融業
社外（独立） 94.2% 94.7% 94.8% 126 147 95.8% +1.0p 100.0% 61.3% 機械

補欠監査役選任 95.6% 97.8% 98.8% 80 85 98.4% -0.4p 100.0% 85.8% 卸売業
補欠取締役選任（監査等委員） 95.8% 94.9% 99.1% 44 47 97.6% -1.6p 100.0% 57.7% 情報・通信
役員賞与 95.3% 97.2% 96.6% 34 34 96.6% -0.1p 99.7% 79.7% 食料品
役員報酬 96.9% 98.4% 98.7% 90 121 98.5% -0.2p 100.0% 69.3% 情報・通信
退職慰労金等 81.2% 74.7% 74.5% 9 9 76.6% +2.1p 90.2% 68.9% 小売業
株式報酬 94.2% 95.5% 95.2% 105 111 95.6% +0.5p 99.9% 60.3% 情報・通信
買収防衛策 63.3% 66.1% 67.2% 4 4 61.1% -6.1p 76.2% 55.3% 食料品
株式併合 98.8% 98.6% 98.9% 0 0 - - - - -
会計監査人選任 99.0% 99.4% 99.0% 3 3 99.3% +0.3p 99.8% 99.0% 情報・通信
その他 98.5% 95.9% 98.9% 13 13 93.5% -5.4p 99.9% 69.8% 小売業
全体 94.6% 95.5% 95.9% 499社 6,215 95.9% +0.0p 100.0% 55.3%

公表賛成率
最大値(%)

公表賛成率
最小値(%)

最小値の企業
の業種
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（図表 8）経営トップの取締役選任議案の賛成率の推移 

 

（出所）各社臨時報告書等より大和総研作成 

 

（2） 経営トップ選任議案の賛成率下位 20社の状況 

主要企業の経営トップの取締役選任議案の修正賛成率の下位 20 社を整理した

のが図表 9 である。最も賛成率の低い電気機器 A 社は 58.5%であった。これは品

質不正検査に関する不祥事が発覚しており、その責任追及という観点から機関投

資家等が反対票を投じたためとみられる。また、次に低い電気機器 B 社（賛成率

61.6%）については 3 期連続赤字であり業績不振に対する責任追及という観点か

ら反対票が集まったと考えられる。銀行業 C 社（賛成率 61.6%）に関しては、子

会社で不祥事が発覚していることに加え、政策保有株式が純資産対比で 20%以上

有していることから反対票が集まったと考えられる。 

なお、経営トップ選任議案における上述した要因以外の低賛成率の要因として

は、独立社外取締役の不足（支配株主なしで 1/3 以上、支配株主を有する場合は

過半数）、アクティビスト投資家が大株主である企業や買収防衛策を取締役会決議

で継続していることが挙げられる。経営トップ選任議案の賛成率の平均値は

91.2%であり、賛成率が 80%以下の企業数は 39 社に留まっている（図表 8）。低賛

成率の企業においては、賛成率の改善に向けた取組みが期待される。 
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（図表 9）経営トップ選任議案の低賛成率の 20 社の状況 

 

（注）ROE については ROE5%未満を赤でハイライト、独立社外取締役については支配株主ありで半数以下、支配株主なし

で 1/3未満の箇所をハイライトしている。女性役員（取締役）については、女性役員未選任が赤でハイライト、女

性役員は選任しているが女性取締役未選任は黄色でハイライト。政策保有株式の純資産比率は 20%以上を赤でハイ

ライト、10%以上を黄色でハイライトしている。 

（出所）臨時報告書等より大和総研作成 

 

3. 2022 年 6 月株主総会における特徴的な議案の分析 

（1） 気候変動に対する株主提案 

 昨年に引き続き、2022年の 6月株主総会においても 7社に対し気候変動対応に

関連した開示を行う旨を定款に記載することを求める株主提案が実施された（図

表 10）。本年の特徴としては、例年の環境 NGO・アクティビスト投資家・地方公共

団体による株主提案に加え、アムンディアセットマネジメント、HSBC アセットマ

ネジメント、マン・グループといった一般の機関投資家が共同で電気・ガス業 A

社に対し株主提案を実施した。 

また、上記に加え、デンマークの年金基金 AP が大手の輸送用機器メーカーの

2022年 6月定時株主総会において、同社の気候変動ロビー活動に深刻な懸念を持

つことから、株主提案を実施したものの、株主提案権の行使期限を越えており株

主総会に上程されなかったと一部メディアで報じられている。 

 図表 10のとおり、株主提案の各議案の賛成率は 9.6%～35.6%となっている。な

お、パリ協定目標と整合する科学的根拠に基づく事業計画の策定・公表を求める

定款変更議案（電気・ガス業 A社、銀行業 C社、卸売業 D社）に関しては、20.2%

から 27.1%と比較的高めの賛成率となっている。 
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機関投資家の判断も分かれており、例えば、野村 AMは定款変更の内容が具体的

な業務執行を制約する可能性がある点を考慮し、全ての気候変動に関する株主提

案に反対した一方で、三井住友 TAM は気候変動に関する基準を理由に一部議案に

賛成した。当該議案に対し賛否判断の理由を詳細に開示している機関投資家もあ

り、判断に苦慮したことがうかがえる。 

 

（図表 10）2022年 6 月株主総会における気候変動に関する株主提案 

 

（出所）各社公表資料等より大和総研作成 

 

（2） 支配株主を有する上場企業の経営トップ賛成率 

前述したように改訂 CGコードを踏まえ、多くの機関投資家は、支配株主を有す

るプライム市場上場企業については独立社外取締役で過半数を求めている（なお、

改訂 CG コードと異なり、機関投資家の議決権行使基準では、特別委員会の設置は

考慮しない）。支配株主を有するプライム市場上場企業のうち、少数株主賛成率（簡

易試算）が低位である 20社を整理したのが図表 11である。一部企業においては、

アクティビスト投資家が大株主に存在することや、不祥事等の別の要因もあるが、

多くの企業においては、独立社外取締役が過半数いないことを理由に機関投資家

の反対票が集まったと考えられる。 

その結果、図表 12に示すように、支配株主を有するプライム市場上場企業のう

ち、独立社外取締役が取締役会の半数以下の企業の経営トップ賛成率は 88.8%（少

数株主賛成率の簡易試算では 76.3%）に留まるのに対して、過半数を確保してい

る企業の経営トップ賛成率は 98.4%（同 96.3%）となっている。 

なお、支配株主を有するプライム市場上場企業のうち、独立社外取締役が取締

役会で過半数を占める企業は 15 社に止まっている。改訂 CGコード上は支配株主
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を有するプライム市場上場企業には、独立社外取締役の過半数の確保か、独立社

外役員を主体とする特別委員会の設置が求められており、後者を選択した企業が

多数派であるとみられる。 

 

（図表 11）支配株主を有するプライム市場上場企業の経営トップ賛成率 

 

（注 1）少数株主賛成率＝（賛成率－支配株主保有比率）÷（1－支配株主保有比率） 

（注 2）黄色でハイライトは少数株主賛成率が 50%未満の企業 

（出所）各社の臨時報告書、コーポレートガバナンス報告書等より大和総研作成 

 

（図表 12）支配株主を有するプライム市場上場企業の経営トップ賛成率 

 

（注）分母はプライム上場企業のうち支配株主を有する 108 社のうち 2022 年 6 月株主総会シーズンに経営トップ選任議

案を上程した 99社 

（出所）各社の臨時報告書、コーポレートガバナンス報告書等より大和総研作成 
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（3） 政策保有株式を過大に保有する企業の経営トップ賛成率 

主要企業 500 社のうち、純資産対比で政策保有株式を過大に保有する企業上位

20 社の経営トップ選任議案の賛成率を整理したのが図表 13 である。政策保有株

式を過大に保有している企業の上位には、金融業（銀行業・保険業）が目立つ。

前述したように 2022年株主総会より ISSが純資産の 20%以上保有する企業の経営

トップ選任議案に対し反対推奨していることに加え、一部国内機関投資家も政策

保有株式を過大に保有する企業の経営トップ選任議案に対し反対票を投じる方針

を適用していることが要因と考えられる。その結果、図表 14に示すように政策保

有株式を純資産のうち 20%以上を有している企業の経営トップ選任議案は前年よ

り 8.1pt 低下している。 

 

（図表 13）政策保有株式を過大に保有する企業の経営トップ選任議案 

 

（注 1）分母は TOPIX500採用銘柄のうち 2022年 6月株主総会シーズンで経営トップ選任議案が上程されている企業。 

（注 2）色付きは前年比 10pt以上賛成率が低下した企業 

（出所）各社臨時報告書、有価証券報告書より大和総研作成 
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（図表 14）政策保有株式を過大に保有する企業の経営トップ選任議案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）各社臨時報告書、有価証券報告書、SPEEDAデータより大和総研作成 

 

4. 2023 年 6 月株主総会に向けての準備 

2023 年 6 月株主総会シーズンに向けて準備が必要な事項としては、以下の 4 つのポ

イントがある。 

 

① 経営トップ選任議案に係る ISS等の議決権行使助言会社・機関投資家の ROE基準 

本稿執筆時時点では新型コロナウイルスのオミクロン株による第 7 波が猛威を

振るっており、感染者数は連日過去最高を記録している。一方で、緊急事態宣言や

まん延防止等重点措置といった経済活動の制約につながるような措置は 2022 年 3

月が最後となっている。2023 年 3月期は、政府による経済活動の制約がない事業

年度となる可能性があり、その結果、ISSや機関投資家が議決権行使基準における

ROE 基準 3等の業績基準の適用猶予を見直す可能性があると考える。現時点で ISS

の ROE基準の目線である ROE5%未満の企業においては、ROE改善に向けて準備する

ことが求められる。 

 

② 電子提供制度の適用範囲（事業報告・株主総会参考書類）をどうするか 

 前記 1.（1）のとおり、2022 年 3 月株主総会から株主総会資料の電子提供制度

が開始される。ただ、電子化に馴染みのない年齢層の高い個人株主の多い企業に

おいては、（a）当面の間は従来どおり事業報告及び株主参考書類を紙媒体で郵送

（いわゆる「フルセット・デリバリー」）、（b）事業報告のみ電子化し、株主総会参

考書類は議決権行使を促す観点から紙媒体で郵送、（c）事業報告の要約版を作成

し当該書面と株主総会参考書類を紙媒体で郵送、等の対応策を検討している。自

                             
3ISSは 2020年 5月株主総会まで 5年平均かつ直近の ROEが 5%未満の場合、経営トップ選任議案に反対推

奨を行っていたが、2020年 6月 1日以降は当該基準の適用を猶予している。 



   

 14 

社の株主構成やそのうち個人株主の特性等を踏まえた検討が必要となる。 

 

③ すそ野が広がる機関投資家等の株主提案活動への対応 

 前述したように、いわゆるアクティビスト投資家に加えて、大手の運用会社も株

主提案を実施するなど株主提案活動のすそ野が広がっており、従来以上に資本市

場との対話に留意する必要がある。 

 

（a） アクティビスト投資家動向 

 2023年 6月株主総会においても引き続き活発な活動が予想される。2022

年 8 月には村上世彰氏等の株主グループが大手 VCの株式を大量保有した

ことが市場の話題になったが、それ以外においても、既に 2023 年 6月株

主総会に向けて、一部のアクティビスト投資家は地銀セクターや創業家を

有する上場企業、キャッシュリッチ企業等に対して IR 取材等や、投資先

に対し社外取締役への面談要望等を含む書簡を送付するなど積極的な活

動が確認されている。PBR1倍を割れており市場からの評価が低い一方で、

豊富なキャッシュ資産（投資有価証券・現預金・賃貸用不動産等）を有し

ている企業は、アクティビスト投資家のターゲット候補とされやすい。株

主提案を未然に防ぐという観点から、市場価値向上に向けた財務資本政策

の見直しなどを検討するのも一案である。 

 

（b） ESGに関する株主提案・キャンペーン 

2023 年株主総会においても ESG 等に関する株主提案・キャンペーンが

想定される。既に、前述したデンマーク年金基金 AP が株主提案を実施し

ようとした大手の輸送用機器メーカーに対し、海外の著名環境 NGOである

グリーンピースが株式を取得していると一部メディアで報じられている。

加えて、国内大手運用会社も海外で気候関連に関連した株主提案を実施す

る方向で検討している旨が一部メディアで報じられるなど、株主提案がエ

ンゲージメント手段の１つとして広がりを見せている。上場企業において

は、気候変動対応を含む ESG課題に関して、従来以上に資本市場との対話

に留意する必要があると考える。 

 

④ 議決権行使助言会社の助言方針・機関投資家の議決権行使方針への対応 

2023 年株主総会における議決権助言方針・議決権行使基準の主な変更点として

は、（a）女性取締役（女性役員）基準の導入・厳格化、（b）政策保有株式の定量基

準の適用拡大がある。 
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（a） 女性取締役（女性役員）基準の導入・厳格化 

ISS 及び日興アセットマネジメントが女性取締役基準を導入する予定

であり、また、グラスルイスは女性役員基準を全市場に拡大にすると同時

に、プライム市場上場企業には取締役会人数の 10%以上の女性取締役を求

める基準を導入する予定である。また、ブラックロックは TOPIX100 に対

する女性役員基準を 1 名から 2 名に引き上げる予定である。取締役会の

多様性の確保という観点では、最低女性取締役を 1名、規模の大きな企業

においては、2名以上の確保が求められ、対応が必要となる。 

 

（b） 政策保有株式の保有に関する定量基準の導入拡大 

2021 年にグラスルイス、2022 年に ISS が政策保有株式の保有に関して

定量基準の導入をしているが、2023 年については既にりそなアセットマ

ネジメントが基準導入を公表している。国内の機関投資家において同基準

の導入拡大が続くと見込まれ、政策保有株式を純資産対比で 20%以上保有

するなど過大に保有する上場企業においては、従来以上により積極的な政

策保有株式の縮減が必要となると考える。 

 

－以上－ 
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